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オンライン担保差入先が、日銀ネットを利用して担保受払を行う場合、国債決済代行先を通じて担保受払を行う場合または担保差入代行先を通じて担保差入を行う場合の取扱いは、担保利用細則によるほか、当該担保の種類に応じて次のとおりとします（注）。

（注）日本銀行による書類の返却または交付時間については、［参考１］の一覧表を参照してください。当該一覧表には、日本銀行への書類の提出時間もあわせて整理しています。

１．振決国債
国債決済代行先を通じて担保受払を行う場合には、オンライン担保差入先および国債決済代行先は、担保利用細則によるほか、次のとおり、担保差入の申出または担保返戻の依頼を行ってください。

（１）担保差入の申出を行う場合
イ．担保差入の申出の委託
オンライン担保差入先は、国債決済代行先に対し、当該オンライン担保差入先に代わって当該オンライン担保差入先のために振決国債の担保差入の申出を日本銀行に行うことの指示および当該振決国債の日本銀行名義の参加者口座への振替の申請を行ってください。

ロ．担保差入の申出
国債決済代行先は、オンライン担保差入先からイ．の指示および申請を受けた場合には、担保利用細則により、日本銀行に対し、当該オンライン担保差入先に代わって当該オンライン担保差入先のために振決国債の担保差入の申出および当該振替の通知を行ってください。

（２）担保返戻の依頼を行う場合
イ．担保返戻の依頼の委託
オンライン担保差入先は、国債決済代行先に対し、当該オンライン担保差入先に代わって当該オンライン担保差入先のために振決国債の担保返戻の依頼を日本銀行に行うことの指示を行ってください。

ロ．担保返戻の依頼
国債決済代行先は、オンライン担保差入先からイ．の指示を受けた場合には、担保利用細則により、日本銀行に対し、当該オンライン担保差入先に代わって当該オンライン担保差入先のために担保返戻の依頼を行ってください。
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１．の２　振替社債等
オンライン担保差入先が担保差入代行先を通じて担保差入を行う場合には、オンライン担保差入先および担保差入代行先は、担保利用細則によるほか、次のとおり、担保差入の申出を行ってください。

（１）担保差入の申出の委託
オンライン担保差入先は、担保差入代行口座管理機関に対し、当該オンライン担保差入先に代わって当該オンライン担保差入先のための担保差入の申出を行うことを指示するとともに、当該担保差入の申出を行う振替社債等について、担保差入代行口座管理機関における当該振替社債等担保差入委託者名義の口座の保有口から、機構における日本銀行名義の口座の質権口への振替の申請を行ってください（注）。

（注）振替社債等（短期社債等を除きます。）については、振替停止日に担保差入を行うことはできません。

（２）担保差入の申出
担保差入代行先は、担保差入代行口座管理機関がオンライン担保差入先から（１）の指示および振替の申請を受けた場合には、担保利用細則により、日本銀行に対し、当該オンライン担保差入先に代わって当該オンライン担保差入先のための担保差入の申出を行うとともに、（１）によりオンライン担保差入先が行った振替の申請にかかる機構への通知を日本銀行が代わって行うことにかかる依頼を行ってください。


２．手形

（１）担保差入を行う場合
オンライン担保差入先は、担保差入を行う場合（注１）には、原則として差入日の午前９時から午前１１時までの間に、担保利用細則第１編Ⅱ．２．（５）ロ．により、「担保差入受付通知」（注２）および手形を担保取引店の窓口に提出してください。

（注１）日本銀行が担保差入先から手形の担保差入の申出を受けた際に確認する差入時の要件については、別表４を参照してください。
（注２）担保差入受付通知に手形と手形類似電子記録債権の双方が記載されている場合には受付けることはできません。そのため、手形と手形類似電子記録債権の双方について日銀ネットにおいて担保差入の入力を行う場合には、二回に分けて入力することとしてください。

（２）期日担保返戻を受ける場合
オンライン担保差入先は、期日担保返戻を受ける場合には、原則として受戻期日の午前９時から午後３時までの間に、担保利用細則第１編Ⅲ．１．（３）により、「担保領収証書」および「担保受戻日管理表」（注）を担保受入店である担保取引店に提出するとともに、担保受入店である担保取引店から手形の返却を受けてください。

（注）オンライン担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、第３章３．（２）ハ．（ロ）に定めるところに従ってください。


３．手形類似電子記録債権

（１）担保差入を行う場合
オンライン担保差入先は、担保差入を行う場合（注１）には、原則として差入日の午前９時から午前１１時までの間に、担保利用細則第１編Ⅱ．２．（６）ロ．により、次の書類等（注２）を担保取引店の窓口に提出してください。

イ．担保差入受付通知（注３）
ロ．表面に担保として適格と認める証としてのスタンプが押なつされた記録事項証明書
ハ．事前審査時以降に変更記録（注４）または支払等記録がされていないことが確認できる書面
ニ．事前審査時以降に中間譲渡人に個人がいないことが確認できる書面
ホ．譲渡記録証明書

（注１）日本銀行が担保差入先から手形類似電子記録債権の担保差入の申出を受けた際に確認する差入時の要件については、別表５を参照してください。
（注２）複数の書面について、重複するものがある場合には、重複しての書面の提出は不要です。
（注３）担保差入受付通知に手形と手形類似電子記録債権の双方が記載されている場合には受付けることはできません。そのため、手形と手形類似電子記録債権の双方について日銀ネットにおいて担保差入の入力を行う場合には、二回に分けて入力することとしてください。
（注４）債務者または担保差入先の名称変更または日本国内での住所変更にかかる変更記録を除きます。

（２）期日担保返戻を受ける場合
オンライン担保差入先は、期日担保返戻を受ける場合には、原則として受戻期日の午前９時から午後３時までの間に、担保利用細則第１編Ⅲ．１．（３）により、譲渡人欄以外の記名なつ印その他の所要の事項を記入（譲渡記録請求について、譲受人からの請求が必要な場合に限ります。）した譲渡記録請求にかかる書面（注）を担保受入店である担保取引店に提出するとともに、担保受入店である担保取引店から、次の書類等のうち差入時に提出した書類等の返却を受けてください。

イ．表面に担保として適格と認める証としてのスタンプが押なつされた記録事項証明書
ロ．事前審査時以降に変更記録または支払等記録がされていないことが確認できる書面
ハ．事前審査時以降に中間譲渡人に個人がいないことが確認できる書面
ニ．譲渡記録証明書
ホ．譲渡人欄に記名なつ印した譲渡記録請求にかかる書面（注）

（注）譲渡記録請求にかかる書面を、参加金融機関または請求代行者に提出する場合には、当該参加金融機関または当該請求代行者が日本銀行と利用契約を締結している必要があります。


４．手形類似電子記録債権以外の電子記録債権

（１）担保差入を行う場合
オンライン担保差入先は、担保差入を行う場合（注１）には、原則として差入日の午前９時から午前１１時までの間に、担保利用細則第１編Ⅱ．２．（９）ロ．により、次の書類等（注２）を担保取引店の窓口に提出してください。

イ．担保差入受付通知
ロ．表面に担保として適格と認める証としてのスタンプが押なつされた記録事項証明書および添付契約書
ハ．事前審査時以降に変更記録（注３）または支払等記録（注４）が行われていないことが確認できる書面
ニ．事前審査時以降に中間譲渡人に個人がいないことが確認できる書面
ホ．譲渡記録証明書
ヘ．電子記録債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書（第５号書式）（注５）または地方公共団体を債務者とする電子記録債権の貸付金利に関する確認書（第５号書式の２）（注６）
ト．譲渡担保権設定証書（シンジケート・ローン債権にかかる電子記録債権（以下「シンジケート・ローン電子記録債権」といいます。）の場合に限ります。）（第６号書式）
チ．付随担保明細書（注７）（付随担保がある場合に限ります。）（第７号書式）

（注１）日本銀行が担保差入先から手形類似電子記録債権以外の電子記録債権の担保差入の申出を受けた際に確認する差入時の要件については、別表５を参照してください。
（注２）複数の書面について、重複するものがある場合には、重複しての書面の提出は不要です。また、この他に日本銀行が必要と認める書類等を提出して頂くことがあります。
（注３）債務者またはオンライン担保差入先の名称変更または日本国内での住所変更にかかる変更記録を除きます。
（注４）事前審査時における記録により確認された支払方法にもとづき分割払が行われた場合の支払記録を除きます。
（注５）政府（特別会計を含みます。）を債務者とする電子記録債権、政府保証付電子記録債権または別表２の項番２４（入札②）の地方公共団体を債務者とする電子記録債権にかかる要件の①に定める要件を充たす地方公共団体を債務者とする電子記録債権の場合に限ります。
（注６）別表２の項番２５（貸付金利①）に定める要件を充たす地方公共団体を債務者とする電子記録債権の場合に限ります。「地方公共団体を債務者とする電子記録債権の貸付金利に関する確認書」には、日本証券業協会が公表する「公社債発行銘柄一覧」のうち比較対象公募地方債にかかる箇所を紙葉に出力したものを同綴してください。
（注７）日本銀行は、付随担保について、当該明細書に記入されている情報以外の情報（評価額に関する情報、異動に関する情報等）の提供を、担保差入先に指示することがあります。

（２）期日担保返戻を受ける場合
オンライン担保差入先は、期日担保返戻を受ける場合には、原則として受戻期日の午前９時から午後３時までの間に、担保利用細則第１編Ⅲ．１．（３）により、譲渡人欄以外の記名なつ印その他の所要の事項を記入（譲渡記録請求について、譲受人からの請求が必要な場合に限ります。）した譲渡記録請求にかかる書面（注１）を担保受入店である担保取引店に提出するとともに、担保受入店である担保取引店から、次の書類等（注２）のうち差入時に提出した書類等の返却を受けてください。

イ．表面に担保として適格と認める証としてのスタンプが押なつされた記録事項証明書および添付契約書
ロ．譲渡記録証明書
ハ．電子記録債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書または地方公共団体を債務者とする電子記録債権の貸付金利に関する確認書
ニ．事前審査時以降に変更記録または支払等記録が行われていないことが確認できる書面
ホ．事前審査時以降に中間譲渡人に個人がいないことが確認できる書面
ヘ．譲渡担保権設定証書
ト．譲渡人欄に記名なつ印した譲渡記録請求にかかる書面（注１）

（注１）譲渡記録請求にかかる書面を、参加金融機関または請求代行者に提出する場合には、当該参加金融機関または当該請求代行者が日本銀行と利用契約を締結している必要があります。
（注２）この他に書類等を提出して頂いていた場合には、当該書類等を併せて返却します。
５．証書貸付債権（注１）（注２）（注３）
（注１）（２）および（３）においては、外貨建証書貸付債権を含みます。
（注２）セカンダリー玉を日本銀行に担保として差入れることを希望する場合には、事前審査を依頼するまで（事前審査の手続を行う必要のないセカンダリー玉については担保差入の申出を行うまで）に、証書貸付債権の譲渡契約を締結する際に使用する契約書書式等につき、日本銀行の承認を得る必要があります。当該承認の申請等にかかる手続については、第６章３．を参照してください。
（注３）５．においては、電子証書貸付債権は債権証書の発行日付が２０２２年４月１日以後であるものに限ります。

（１）担保差入を行う場合
イ．証書貸付債権証書等の提出
オンライン担保差入先は、担保差入を行う場合（注１）には、原則として差入日の午前９時から午前１１時までの間に、担保利用細則第１編Ⅱ．２．（７）ロ．または第１編Ⅱ．２．（８）イ．（ロ）により、次の書類等を担保取引店の窓口に提出してください。
ただし、担保差入を行う証書貸付債権が電子証書貸付債権であるときは、登記事項証明書等の提出の免除を受けていないオンライン担保差入先は、次の書類等（注２）を業務オンラインにより提出することができ（注３）、登記事項証明書等の提出の免除を受けているオンライン担保差入先は、次の書類等（注２）を業務オンラインにより提出してください。
また、担保差入を行う証書貸付債権が電子証書貸付債権であるときは、担保差入金融機関等は、次の書類等の提出前にハ．に定める取扱いを行ってください。

（イ）担保差入受付通知
（ロ）証書貸付債権証書（電子証書貸付債権の場合には、提出は不要です（注４）。また、シンジケート・ローン債権の場合には、日本銀行から交付を受けた証書貸付債権証書の写を提出してください。）
（ハ）証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書（電子証書貸付債権の場合には、提出は不要です。この場合には、ハ．（ロ）により、債務者に対して担保差入の承諾申請を行い、担保差入までに承諾を受けてください（注５）。また、シンジケート・ローン債権の場合において、第６章１．（１）イ．（ホ）の要件を充たしていることを日本銀行が確認しているため、担保差入の申出時に証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書の提出を要しないときは、提出は不要です。）（第８号書式）
（ニ）証書貸付債権の準拠法に関する確認書（企業もしくは不動産投資法人に対する証書貸付債権であって、かつ証書貸付債権証書上に準拠法が日本法である旨の記載がない場合、または、証書貸付債権証書上に準拠法が日本法である旨の記載がない政府保証付証書貸付債権であって、かつ全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権（当該証書貸付債権の債務者が特別適格債務者（第６章１．（１）イ．（ニ）ｂ．（ａ）に定める要件を充たすと日本銀行が認めた債務者をいいます。［参考２］に特別適格債務者を載せています。以下同じです。）であり、［参考２］の適用期間区別が「全期間」と記載されているものをいいます。以下同じです。）もしくは特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権（当該証書貸付債権の債務者が特別適格債務者であり、［参考２］の適用期間区別が「特定期間」と記載されており、当該証書貸付債権の貸付日の日付が当該特別適格債務者の「適用期間」に含まれるものをいいます。以下同じです。）以外の証書貸付債権である場合に限ります。）（第９号書式）
（ホ）電子証書貸付債権の担保差入に関する確約書（電子証書貸付債権の場合に限ります。）（第５２号書式）（注６）
（ヘ）証書貸付債権の譲渡に関する表明書（セカンダリー玉の場合に限ります。）（第９号書式の２）
（ト）証書貸付債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書（第１０号書式）（注７）または地方公共団体に対する証書貸付債権の貸付金利に関する確認書（第１０号書式の２）（注８）
（チ）振出手形および電子記録債権の不存在に関する確認書（全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権もしくは特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権であって、電子証書貸付債権およびシンジケート・ローン債権でないものの場合に限ります。）（第１１号書式（Ａ）もしくは第１１号書式（Ｂ））または証書貸付債権の債権内容の変更ならびに振出手形および電子記録債権の不存在に関する確認書（シンジケート・ローン債権の場合に限ります。）（第１１号書式の２）
（リ）登記事項証明書等（提出の免除を受けていない場合に限ります。担保取引店の窓口に提出するときは、登記所から窓口または郵送で交付を受けたものを提出し、業務オンラインにより提出するときは、法務省が提供する登記・供託オンライン申請システムを利用してオンライン証明書交付請求を行い、オンラインによる交付を受けたものを提出してください。）（注９）
（ヌ）付随担保明細書（注１０）（付随担保がある場合に限ります。）（第１２号書式）
（ル）エージェントが作成した分割返済予定表（シンジケート・ローン債権の場合に限ります。）（第１３号書式）

（注１）日本銀行が担保差入先から証書貸付債権の担保差入の申出を受けた際に確認する差入時の要件については、別表６を参照してください。
（注２）業務オンラインにより提出する場合には、電子証書貸付債権の担保差入に必要となる書面のすべてを、１つのファイルにまとめて提出してください。電子証書貸付債権の担保差入に必要となる書面の一部のみを、業務オンラインにより提出することはできません。提出するファイルの作成方法等は、［参考４］を参照してください。
（注３）登記事項証明書等の提出の免除を受けていないオンライン担保差入先は、業務オンラインによるこれらの書類等の提出に関しては、次のとおり取扱ってください。
・　初めて業務オンラインにより提出する場合には、担保取引店にその旨を電話連絡してください。
・　業務オンラインによる提出を開始した場合には、それ以降は特段の事情がない限り、業務オンラインにより提出を行ってください。
・　業務オンラインによる提出を開始した場合においても、複数の債権（電子証書貸付債権および電子証書貸付債権以外の債権の双方を含みます。）について、１通の登記事項概要証明書または別表６の（備考）に記載する１．①もしくは２．①の要件を充たす２通の登記事項証明書を提出するときは、電子証書貸付債権の担保差入に必要となる書面は、担保取引店の窓口に提出してください。
・　業務オンラインによる提出を行っていた先が、電子証明書の失効等を理由に、担保取引店の窓口での提出に変更する場合には、その旨を担保取引店に電話連絡してください。
（注４）電子証書貸付債権であって、債務者が担保差入を承諾したものについては、政府借入金入札システムを利用して、債務者から日本銀行に証書貸付債権証書が提出されます。
（注５）電子証書貸付債権であって、債務者が担保差入を承諾したものについては、政府借入金入札システムを利用して、債務者から日本銀行および担保差入金融機関等に「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」が提出されます。
（注６）担保として差入れる電子証書貸付債権について、以下の項目全てを確認のうえ、提出してください。
①　証書貸付債権証書の原本は、貸付人および債務者の意思にもとづき、真正に成立したものであること。
②　「電子証書貸付債権の担保差入に関する確約書」が、担保差入先の意思にもとづき、真正に成立したものであること。
③　手形が振り出されていないものであることおよび電子記録債権が発生していないものであること。
④　債務者が担保差入を承諾した日の翌営業日から１０営業日以内に行う担保差入であること。
⑤　担保として差入れた電子証書貸付債権の元本を担保差入先において受領する場合には、日本銀行に受領相当額以上の金額につき、担保権の解除を依頼すること。
（注７）政府（特別会計を含みます。）に対する証書貸付債権もしくは政府保証付証書貸付債権であって、かつ全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権もしくは特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権以外の証書貸付債権である場合、または、別表３の項番２４（入札②）の地方公共団体に対する証書貸付債権にかかる要件の①に定める要件を充たす地方公共団体に対する証書貸付債権である場合に限ります。
（注８）別表３の項番２５（貸付金利①）に定める要件を充たす地方公共団体に対する証書貸付債権の場合に限ります。「地方公共団体に対する証書貸付債権の貸付金利に関する確認書」には、日本証券業協会が公表する「公社債発行銘柄一覧」のうち比較対象公募地方債にかかる箇所を紙葉に出力したものを同綴してください。
（注９）登記事項証明書等の提出の免除を受ける場合には、提出の免除にかかる申請書等を日本銀行に提出のうえ、内部管理体制の審査を受ける必要があります。当該免除を受ける手続については、第６章２．を参照してください。
（注１０）日本銀行は、付随担保について、当該明細書に記入されている情報以外の情報（評価額に関する情報、異動に関する情報等）の提供を、担保差入先に指示することがあります。

ロ．担保差入通知書謄本の提出
オンライン担保差入先は、シンジケート・ローン債権にかかる担保差入を行う場合には、原則として差入日の午前９時から午後１時までの間に、担保利用細則第１編Ⅱ．２．（８）イ．（ハ）により、担保差入通知書謄本を担保取引店に提出してください。

ハ．電子証書貸付債権の担保差入までに行う取扱い

（イ）証書貸付債権証書の成立の真正性等に関する確認書の提出
担保差入金融機関等は、政府借入金入札システムを利用して債務者から担保差入の承諾を受けた電子証書貸付債権について、初めて担保差入を行う場合（注１）には、当該担保差入の２営業日前の日までに、「証書貸付債権証書の成立の真正性等に関する確認書」（第５１号書式）を取引主要店に提出（注２）してください（注３）。
（注１）担保差入金融機関等単位で初めて当該電子証書貸付債権の担保差入を行う場合にのみ提出し、担保差入先単位での提出は不要です。
（注２）郵送により提出することもできます。この場合には、郵送にかかる日数を勘案し、期限に間に合わないことがないよう留意してください。
（注３）取引主要店に提出した「証書貸付債権証書の成立の真正性等に関する確認書」の右上部に記載した日付は、担保差入の都度、担保差入先が担保取引店に提出する「電子証書貸付債権の担保差入に関する確約書」に記入する必要があります。

（ロ）政府借入金入札システムを利用した担保差入にかかる承諾申請
担保差入金融機関等は、電子証書貸付債権の担保差入の都度、イ．により書類等を担保取引店に提出する前に、政府借入金入札システムを利用して、債務者に対して担保差入にかかる承諾申請を行い、債務者から承諾を受けてください。債務者による承諾が行われた場合には、政府借入金入札システムを利用して、「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」が、債務者から日本銀行および担保差入金融機関等に提出されます。

また、担保差入金融機関等は、政府借入金入札システムがメンテナンス等のために稼動停止する場合または政府借入金入札システムの障害時における担保差入にかかる承諾申請については、次の各号に定めるとおり取扱ってください。

ａ．政府借入金入札システムがメンテナンス等のために稼動停止する場合の取扱い
政府借入金入札システムがメンテナンス等のために稼動停止する場合には、担保差入にかかる承諾申請およびそれに対する債務者からの承諾のいずれも、政府借入金入札システムにより行うことができません。政府借入金入札システムのメンテナンス等のための稼動停止期間は、予め債務者から通知されますので、稼動停止期間を避けて、政府借入金入札システムを利用して担保差入の承諾申請を行い、担保差入前に債務者による承諾を受けるようにしてください（注１）（注２）。

（注１）政府借入金入札システムのメンテナンス等のための稼動停止期間中、担保差入にかかる承諾申請を新たに行うことはできませんが、政府借入金入札システムの稼動停止期間前に担保差入にかかる承諾を受けた電子証書貸付債権を担保差入することは可能です。
（注２）政府借入金入札システムのメンテナンス等のための稼動停止期間中に、やむを得ず担保差入にかかる承諾を受ける必要が生じた場合には、速やかにその旨を債務者および担保取引店に連絡し、指示に従ってください。

ｂ．政府借入金入札システムの障害時の取扱い
政府借入金入札システムの障害により、政府借入金入札システムを利用して担保差入にかかる承諾を受けることができない場合には、原則として、政府借入金入札システムの障害復旧を待って、担保差入にかかる承諾を受けてください（注）。

（注）この場合において、システムの障害復旧前に、やむを得ず担保差入にかかる承諾を受ける必要が生じた場合には、速やかにその旨を債務者および担保取引店に連絡し、指示に従ってください。

（２）期日担保返戻を受ける場合
オンライン担保差入先は、期日担保返戻を受ける場合には、原則として受戻期日の午前９時から午後３時までの間に、担保利用細則第１編Ⅲ．１．（３）により、「担保領収証書」および「担保受戻日管理表」を担保受入店（外貨建証書貸付債権については日本銀行本店に限ります。以下、５．において同じです。）である担保取引店に提出する（注１）とともに、担保受入店である担保取引店から、次の書類等のうち差入時に提出した書類等の交付または返却を受けてください。
ただし、「担保受戻日管理表」に、電子記録債権、電子証書貸付債権またはシンジケート・ローン債権のみが記載されている場合には、「担保領収証書」および「担保受戻日管理表」の提出は不要です。また、債権証書の発行日付が２０２２年４月１日以後である電子証書貸付債権については、次の書類等の交付または返却を行いません（注２）。

イ．証書貸付債権証書（債権証書の発行日付が２０２２年３月３１日以前である電子証書貸付債権の場合には、「証書貸付債権証書の写に関する確認書」（第４８号書式）とします。また、シンジケート・ローン債権の場合には、証書貸付債権証書の写とします。）
ロ．担保差入通知書謄本または証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書
ハ．証書貸付債権の準拠法に関する確認書
ニ．証書貸付債権の譲渡に関する表明書
ホ．証書貸付債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書または地方公共団体に対する証書貸付債権の貸付金利に関する確認書
ヘ．振出手形および電子記録債権の不存在に関する確認書または証書貸付債権の債権内容の変更ならびに振出手形および電子記録債権の不存在に関する確認書
ト．登記事項証明書等
チ．分割返済予定表
リ．担保証書貸付債権内容変更承諾依頼書（提出を受けた場合に限ります。）
ヌ．担保証書貸付債権内容変更通知書（提出を受けた場合に限ります。）
ル．担保権解除通知書

（注１）オンライン担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、第３章３．（２）ホ．（ロ）に定めるところに従ってください。
（注２）債権証書の発行日付が２０２２年４月１日以後である電子証書貸付債権の場合には、政府借入金入札システムを利用して、日本銀行から債務者に担保権解除通知を送信します。

（３）債権内容の変更を希望する場合の取扱い
担保差入先は、担保として差入れている証書貸付債権について、債権内容の変更（注）を希望する場合には、日本銀行の指示に従って、次の書類のいずれかを、次のイ．については業務オンラインにより、次のロ．については担保受入店である担保取引店の窓口に提出してください。

（注）債権内容の変更が貸付金利の変更にかかるものである場合には、債権内容の変更前に日本銀行（担保取引店）にあらかじめ連絡してください。

イ．担保証書貸付債権内容変更通知書（第１４号書式）
ロ．担保証書貸付債権内容変更承諾依頼書（第１５号書式）
